
７ 障害者虐待防止対策について 

 

 

  昨年６月に「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法

律」（以下、「障害者虐待防止法」という。）が成立したところであり、平成２

４年１０月の施行に向けて障害者虐待防止のための体制整備を図っていくこ

とが喫緊の課題である。  

 このような状況を踏まえ、来年度予算案における障害者虐待防止対策支援事

業については、引き続き地域の関係機関の協力体制の整備、家庭訪問、関係機

関職員への研修等を実施するとともに、新たに障害者虐待防止法における通報

義務等の制度の周知等の普及啓発事業を盛り込み、４．２億円を計上したとこ

ろである。また、障害者虐待防止・権利擁護事業費（国研修）についても予算

案に計上したところである。 

 これらの事業のうち関係機関職員への研修事業及び障害者虐待防止法にお

ける通報義務の周知等の普及啓発事業については、障害者虐待防止法の円滑な

施行のため、引き続き定額補助によることとしている。 

ついては、別添の「障害者虐待防止法の施行（平成２４年１０月）に向けた

対応」を参考に障害者虐待防止対策支援事業の活用等により体制整備を進める

とともに、都道府県におかれては、管内市町村に対し、市町村職員向けの研修

の実施や関係機関との連携強化を図るための会議の開催、その他円滑な施行に

向けた助言・指導を実施するなど、障害者虐待防止法の円滑な施行に向けた支

援をお願いする。  
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○ 障害者虐待防止法の本年１０月の円滑な施行に向けて、自治体
における体制整備を図っていくことが喫緊の課題。 

 
○ このような状況を踏まえ、来年度予算案においては、障害者虐待
防止対策支援事業について、新たに障害者虐待防止法の通報義
務の周知等の普及啓発事業を盛り込み４．２億円を計上するととも
に、国研修に係る費用を計上。 

 ※ 障害者虐待防止対策支援事業のうち、関係機関職員への研修事業及び普及啓発事業に
ついては、法の円滑な施行を図るため、定額補助とする予定。 

 
○ 都道府県におかれては、障害者虐待防止対策支援事業の活用
等により体制整備を進めるとともに、管内市町村に対する体制整備
に係る助言・指導を実施するなど、障害者虐待防止法の円滑な施
行に向けた支援をお願いする。 

障害者虐待防止対策について 
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○障害者虐待防止対策支援事業費  ４０３，２６０千円 → ４２０，８３８千円（＋１７，５７８千円） 
 

１ 事業目的 
障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切な支援を行うため、地域における関係機関等の協力体

制の整備や支援体制の強化を図る。 
 

２ 事業内容 
 （１）に示した体制を整備するとともに、（２）から（５）までの事業について、地域の実情を踏まえ、実施する。 

  （１）連携協力体制整備事業 
  地域における関係機関等の協力体制の整備・充実を図る。  

  （２）家庭訪問等個別支援事業 
  過去に虐待のあった障害者の家庭等に対する訪問、２４時間･３６５日の相談窓口の体制整備、虐待が発生した場合
の一時保護のための居室の確保等、虐待を受けた障害者等に対するカウンセリング、その他地域の実情に応じた事業
を実施する。 

  （３）障害者虐待防止・権利擁護研修事業 
   障害福祉サービス事業所等の従事者や管理者、相談窓口職員に対する障害者虐待防止に関する研修を実施する。 

  （４）専門性強化事業 
   医師や弁護士等による医学的・法的な専門的助言を得る体制を確保するとともに、有識者から構成されるチームを設
置し、虐待 事例の分析等を行う。 

  （５）普及啓発事業 
   障害者虐待防止法における障害者虐待の通報義務等の広報その他の啓発活動を実施する。 
 

  ３ 実施主体   都道府県又は市町村（社会福祉法人又はNPO法人等に委託可）   
              ※ （３）及び（４）のうち虐待事例の分析等は都道府県のみ 
 

  ４ 補  助  率   （１）・（２）・（４）   国１／２・都道府県１／２ 又は 国１／２・市町村（直接補助）１／２ 
              （３）・（５）      定額 
 
○障害者虐待防止・権利擁護事業費  ３，４５０千円  →  ４，００４千円（＋５５４千円） 
１ 事業内容 

国において、障害者の虐待防止や権利擁護に関して各都道府県で指導的役割を担う者を養成するための研修を実施。 

２ 実施主体   国 

平成２４年度予算案における障害者虐待防止対策等について 

新 
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障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切な支援を行う 

障害者虐待防止対策支援事業 

連携協力体制を整備した上で、 
（２）から（５）を地域の実情を踏まえ、実施 

① 家庭訪問 

○ 過去に虐待のあった障害者の家
庭やそのおそれのある障害者の家
庭に対し、相談支援専門員等を訪
問させることにより、家族関係の
修復や家族の不安の解消に向けた
支援を行う。 

② 相談窓口の強化 

○ 障害者虐待に係る24時間･365日
の相談体制を整備する。 

③ 一時保護のための居室の確保等 

○ 事前に障害者支援施設や短期入所
事業所等に依頼し、居室の確保を行
うとともに、緊急一時保護を要する虐
待が発生した場合に虐待を受けた障害
者の受入れについて支援する。 

④ カウンセリング 

○ 医師、臨床心理士等が、虐待を
受けた障害者、障害者虐待を目撃
した者、障害者虐待を行った家族
等に対して、カウンセリングを行う。 

○ 障害福祉
サービス事
業所等の従
事者や管理
者、相談窓
口職員に対
する障害者
虐待防止に
関する研修
を実施する。 

（３）研修事業 

○ 医師や弁
護士等によ
る医学的・
法的な専門
的助言を得
る体制を確
保する。 

○ 有識者か
ら構成され
るチームを
設置し、虐
待事例の分
析等を行う。 

（４）専門性強
化事業 

（１）連携協力体制整備事業 

○ 地域における関係機関等の協力体制の整備・充実を図る。 

⑤ その他地域の実情に応じて行う事業 

（２）家庭訪問等個別支援事業 

平成24年度予算案：420,838千円 

※ 障害者虐待防止・権利擁護事業（平成24年度予算案：4,004千円） 
   国において、障害者の虐待防止や権利擁護に関して各都道府県で指導的役割を担う者を養成するための研修を実施。 

（５）普及啓発事業 
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（参考）平成２３年度障害者虐待防止対策支援事業の内示状況 
連携協力 障害者虐待

体制整備事業 防止・権利擁護

家庭訪問 相談窓口強化 一時保護 カウンセリング その他 研修事業 医学的 法的 有識者連携

北海道 ○ ○
青森県 ○
岩手県 ○ ○ ○
宮城県 ○ ○
秋田県 ○
山形県 ○
福島県

茨城県 ○ ○ ○
栃木県

群馬県 ○ ○
埼玉県 ○
千葉県 ○ ○ ○
東京都 ○ ○
神奈川県 ○ ○
新潟県 ○ ○ ○
富山県 ○ ○
石川県 ○ ○
福井県 ○ ○
山梨県 ○ ○ ○
長野県

岐阜県 ○
静岡県

愛知県 ○ ○
三重県 ○
滋賀県 ○ ○
京都府 ○
大阪府 ○ ○ ○
兵庫県 ○
奈良県 ○
和歌山県 ○ ○
鳥取県 ○ ○ ○
島根県 ○
岡山県 ○
広島県 ○ ○
山口県 ○
徳島県 ○ ○
香川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
愛媛県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
高知県 ○ ○
福岡県 ○
佐賀県 ○
長崎県 ○
熊本県

大分県 ○
宮崎県

鹿児島県

沖縄県

実施

都道府県数
1 2 2 6 39 2 3 3

都道府県名

家庭訪問等

個別支援事業
専門性強化事業

20 1 66



 ※上記は、国庫補助事業の状況を示したものであり、自治体が独自に行う障害者虐待の防止のための取組は含まれていない。 

連携協力

体制整備事
業

家庭訪問
相談窓口強

化
一時保護

カウンセリン
グ

その他 医学的 法的

川崎市 ○

京都市 ○

大阪市 ○ ○ ○

函館市 ○ ○

高槻市 ○

久留米市 ○ ○ ○ ○

石巻市 ○ ○ ○ ○ ○

大子町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

千代田区 ○ ○

港区 ○

豊島区 ○ ○

三鷹市 ○

上越市 ○

蒲郡市 ○ ○ ○

近江八幡市 ○ ○ ○ ○

東近江市 ○ ○ ○ ○

日野町 ○ ○ ○ ○

竜王町 ○ ○ ○ ○

甲賀市 ○

朝来市 ○

大和郡山市 ○ ○ ○

実施

市区町村数
1 11 2 9

市区町村名

家庭訪問等

個別支援事業
専門性強化事業

14 3 4 11
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（１）全国会議において、都道府県・市町村に施行に向けた準備を依頼（昨年９月開催） 

（２）国研修の実施(昨年１２月実施。来年度は６～７月頃を予定。) 
   ○ 都道府県研修の企画運営に携わる者向けに研修を実施 

（３）都道府県・市町村職員向けのマニュアルの作成（本年３月）  

（４）平成２４年度障害者虐待状況等の調査 
   ○  自治体の体制整備の状況の調査を実施し、体制整備を推進（本年４月・１０月） 
    ○  自治体に障害者虐待の状況等の調査を実施（本年２月頃を目途に調査内容案提示） 

 （参考）障害者虐待防止法の施行（平成２４年１０月）に向けた対応 

国における対応 

  
   （１）体制整備に向けた検討等（本年度中） 

   ○ 都道府県センターの設置方法・体制の検討 
   ○ 都道府県労働局等の関係機関との連携のための検討会議の開催 
   ○ 市町村に対して施行に向けた準備を進めるよう働きかけ 

 （２）都道府県研修の実施（本年１月頃～） 
   ○ 国研修を受け、市町村職員、相談支援事業者、サービス事業者向けに研修を実施 

 （３）体制整備に向けた具体的な準備（本年９月まで） 
   ○ 都道府県センターについて、市町村や障害福祉サービス事業者等へ明示 
   ○ 都道府県労働局等の関係機関との連携会議の開催 
   ○ 市町村の準備状況に対する助言 
   ○ サービス事業者への指導 
   ○ 業務マニュアル・指針等の策定 

都道府県における対応 
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（１）体制整備に向けた検討（本年度中） 
    ○ 市町村センターの設置方法・体制等の検討 
   ○ 地域の関係機関との連携のための検討会議の開催 

（２）都道府県研修の受講（本年１月頃～） 

（３）体制整備に向けた具体的な準備（本年９月まで） 
   ○ 市町村センターについて、地域住民、地域の関係機関等へ明示 
   ○ 地域の関係機関との連携会議の開催 
   ○ 業務マニュアル・指針等の策定 

市町村における対応 
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 障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり、障害者の自立及び社会参加にとって障害者に対する虐待を防止することが極めて重要であること等
に鑑み、障害者に対する虐待の禁止、国等の責務、障害者虐待を受けた障害者に対する保護及び自立の支援のための措置、養護者に対する支援のための措
置等を定めることにより、障害者虐待の防止、養護者に対する支援等に関する施策を促進し、もって障害者の権利利益の擁護に資することを目的とする。 

目 的 

１ ｢障害者｣とは、身体・知的・精神障害その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活・社会生活に
相当な制限を受ける状態にあるものをいう（改正後障害者基本法第2条１号）。 

２ ｢障害者虐待｣とは、①養護者による障害者虐待、②障害者福祉施設従事者等による障害者虐待、③使用者による障害者虐待をいう。 
３ 障害者虐待の類型は、①身体的虐待、②ネグレクト、③心理的虐待、④性的虐待、⑤経済的虐待の５つ。 

定 義 

１ 何人も障害者を虐待してはならない旨の規定、障害者の虐待の防止に係る国等の責務規定、障害者虐待の早期発見の努力義務規定を置く。 
２ 障害者虐待防止等に係る具体的スキームを定める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 就学する障害者、保育所等に通う障害者及び医療機関を利用する障害者に対する虐待への対応について、その防止等のための措置の実施を学
校の長、保育所等の長及び医療機関の管理者に義務付ける。 

  

虐待防止施策 

養護者による障害者虐待 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待 使用者による障害者虐待 

[市町村の責務]相談等、居室確保、連携確保 [設置者等の責務] 当該施設等における障害者
に対する虐待防止等のための措置を実施 

[事業主の責務] 当該事業所における障害者に
対する虐待防止等のための措置を実施 

[スキーム] 
 

[スキーム] 
 

[スキーム]  
          

市
町
村 

都
道
府
県 

虐
待
発
見 

虐
待
発
見 

虐
待
発
見 

市
町
村 

１ 市町村・都道府県の部局又は施設に、障害者虐待対応の窓口等となる「市町村障害者虐待防止センター」・「都道府県障害者権利擁護センター」
としての機能を果たさせる。 

２ 政府は、障害者虐待の防止等に関する制度について、この法律の施行後３年を目途に検討を加え、必要な措置を講ずるものとする。 
３ 平成２４年１０月１日から施行する。 

その他 

通報 
①事実確認（立入調査等） 
②措置(一時保護、後見審判請求) 

①監督権限等の適切な行使 
②措置等の公表 

①監督権限等の
適切な行使 

②措置等の公表 

通報 
通報 

通知 

報告 報告 

※ 虐待防止スキームについては、家庭の障害児には児童虐待防止法を、施設入所等障害者には施設等の種類（障害者施設等、児童養護施設等、養介護施設等）
に応じてこの法律、児童福祉法又は高齢者虐待防止法を、家庭の高齢障害者にはこの法律及び高齢者虐待防止法を、それぞれ適用。 

労働局 都道府県 市町村 
 

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律の概要 
（平成２３年６月１７日成立、同６月２４日公布） 
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